




に対して受け皿となる事業所数が少なく、地域によっては受け入れる事ができずに、結

果として給付費が低くなっていると考えられる。 

また、介護保険を取り巻く最近の動向としては、平成 19年度より松阪市の急性期病院

を中心に急性期から介護保険下サービスにいたるまでの大腿骨頸部骨折地域連携パスの

運用が始まっている。都道府県医療計画の中で作成が義務付けられている脳卒中地域連

携パスについても、三重県内に脳卒中医療連携研究会が中心となって統一版の地域連携

計画書を作成し、平成 20年度より運用を開始している。そして、三重県の長寿社会室が

策定した「みえ地域ケア体制整備構想」において通所・訪問リハビリテーションを中心

とした介護保険下リハビリテーションサービスの充実と、急性期・回復期との円滑な連

携強化を具体的な目標として掲げている。そのため、当該地域におけるリハビリテーシ

ョンは院内又は事業所内の連携だけではなく、地域連携という取り組みを強化する必要

性が高くなっている。 

 
法士の  

前項で述べたように事業所数が限られている状況から、松阪・多気地区における維持

期に関わる療法士の数は十分であるとは言い難い。日常の臨床では個々の療法士の負担

が多くなり、サービス担当者会議に参加できない場合も少なくない。特に維持期におけ

る言語聴覚士の不足は顕著である。当該地域における通所リハビリテーションに実施し

た実態調査によると、言語聴覚士が関わっている事業所は 3 事業所のみである（図 3）。

残念ながら訪問リハビリテーションにいたっては現在のところ言語聴覚士の関わりは皆

無である。 

理学療法士、作業療法士についても昨年度から増員している事業所は少なく（図 4）、

限られたリハビリテーション資源を有効に活用できるシステムと、今後増えてくると予

想される維持期に関わる療法士の教育システムの構築が必要である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 松阪・多気 区リハビリテ シ ン の  

１ 松阪・多 区 リハ リ シ ン の  

 平成 18年 8月に松阪地区医師会訪問看護ステーションに所属している著者（大西）が

中心となり、松阪・多気地区訪問リハビリテーション連絡協議会が発足する。著者が総

合病院勤務時代に参加していた「南勢・志摩地区リハビリテーション連絡協議会」の中

で、松阪中央総合病院の太田喜久夫医師をはじめとする他職種との関わりから、療法士

として在宅生活においてどのように関わっていけるのかを考えるようになる。その後、

図  2 ハ シ ン （ 算  図  ハ シ ン ） 較 
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このような現状を引き起こしている。 

例として、リハビリテーションの効果を出す事ができたとしても、 療法士の人員が不

足しているため、サービス開始前の実調や、サービス担当者会議等に参加できない事が

多い。その結果、通所リハビリテーションから通所介護等へ移行する事が可能な利用者

に対して、適切な対応ができていない。また、通所介護等の介護保険サービスが地域に

よっては整備不十分のため、利用目的が「入浴」や「レスパイト」「外出」のみでも通所

リハビリテーションの利用を継続せざるを得ない。そして、長期利用者のために利用定

員に空きが少なく、新規の利用者の受け入れが困難となり、短期集中及び個別リハビリ

テーション加算の対象者など必要なリハビリテーションを受ける事が出来ていない者が

存在している。そのため、短期集中及び個別リハビリテーション加算の対象者が伸び悩

み、事業所側も療法士を増員させる必要がなく、慢性的に人員不足は解消されていない。 

以上のような状況を解決するためには、訪問・通所リハビリテーションのみならず、

その他の介護保険サービスの整備率を含めて、行政が関わる必要があると考える。特に

当該地域は、過疎地区も多く事業所当たりの採算性を考えると、民間の医療法人等に任

せるのみでは一向に整備率は上がらず、上記のような状況が続き、結果として利用者が

必要なサービスを受けることができない。 

第 2 の維持期リハビリテーションに対する認識不足（知識・理解へのアピール不足）

に関して、開業医やケアマネージャー、その他介護保険サービス提供側の維持期リハビ

リテーションに対する知識・理解が不足していると感じる事が多い。その背景には維持

期リハビリテーションのデータを収集し、その効果をしっかりと示すことができていな

い現状も大きな要因であると考える。 

そのため、維持期リハビリテーションの知識・理解を高めていくためにも、当連絡協

議会内の活動だけではなく、行政、医師会、各専門職団体の協力を得て、問題解決に取

り組む必要があると考える。 
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